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１． 研究課題

Society5.0 を踏まえ，最新の ICT などの先端技術を活用してインフラとなる交通，エネルギーな

どの分野を横断する「スマートシティ」の実現を目指して，我が国が現在取り組む「コンパクト＋

ネットワーク」の都市構造において基幹となる LRT（Light Rail Transit：次世代型路面電車シス

テム）をはじめとした次世代交通システムを中心としたまちづくりについての検討を行う．

２． 主な研究成果

(1) 次世代交通の組み合わせに着目した交通環境負荷の算出

2022 年春に LRT の開業が予定される栃木県宇都宮市を対象に，環境負荷が小さい交通機関で

ある電気自動車（以下，EV）・LRT と自動運転車（以下，AV）の次世代交通について，その組み

合わせに着目し CO2 排出量を試算した．対象地の交通量データを用いて LRT 沿線エリアの狭域

交通モデルを構築し，(A)現況再現時，(B)自動運転車普及時，(C)LRT 導入時，(D)LRT 導入かつ現

況の交通量維持の各ケースについて，平日のピーク時間帯交通量と Well-to-Wheel 法に基づいて

換算した CO2 排出量で評価を行った．AV は運

転時の疲労や事故リスクの低減により交通量が

最小で 6%，最大で 31%増加する設定とした．EV
や LRT の運行については，石油，LNG，石炭，

原子力，再生可能エネルギーの 5 種の発電構成

比を想定し，2017 年の実績値に基づき加重平均

による補正を行った．

推計結果を表-1 に示す．表-2 より，AV普及によ

る交通量の増加量が予測幅の最小値である B-1 で

は，CO2は交通量に比例して増加する一方で，交通

量の増加量が予測幅の最大値である B-2では，CO2

は交通量の増加分以上に増加することが明らかに

なった．また LRT が導入された場合は一部区間で

車線の減少が発生するため，現況の交通量を維持し

た D では環境負荷が 13%高まることが明らかにな

った．LRTの需要が想定範囲内で最も少ない C-3の
場合でも環境負荷は現状よりも高くなることが分

かった．なお，LRT開通の前後で環境負荷を増大さ

せないためには，最低 10%程度の交通量を削減する

必要があることが明らかになった（図-1）． 図-1 LRT導入時の交通量増加率と環境負荷の関係
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A 現況再現 7.2 7.0 6.7 6.4 6.0 5.6
B-1 AV普及(最小) 7.6 7.3 7.1 6.7 6.3 5.8
B-2 AV普及(最大) 9.6 9.3 9.0 8.5 8.0 7.4
C-1 LRT導入 6.9 6.7 6.5 6.1 5.8 5.3
C-2 LRT最大需要 6.6 6.4 6.2 5.9 5.5 5.1
C-3 LRT最小需要 7.2 7.0 6.8 6.4 6.0 5.6
D 交通量維持 8.1 7.9 7.6 7.2 6.8 6.2

シナリオ
EV普及率

表-1 EV普及率別のCO2排出量(t/h)

表-2 現況再現時とAV普及時のCO2排出量の比較

シナリオ CO2排出量(t/h) 交通量の増加率 CO2排出量の増加率
A 現況再現 7.2 0% 0%
B-1 AV普及(最小) 7.6 +5% +5%
B-2 AV普及(最大) 9.6 +27% +33%



(2) 交通関連ビッグデータを用いた MaaS 導入効果の検証

次世代の交通サービス体系であるMaaS(Mobility as a Service)の導入効果について検証するため，

栃木県宇都宮市での交通社会実験（2019年8月～10月）を通じて実験前後の被験者の交通行動変容

についての分析を実施した．MaaSは地域内の複数の交通サービスを統合し，移動の利便性向上に

資することから，自動車依存からの脱却や公共交通の利用促進などの都市課題の解決策として期待

されている．本研究で対象とした宇都宮MaaS社会実験では，宇都宮市に在住または通勤通学する，

実験対象区間の定期利用券を所持していない男女約250人を対象とし，対象の公共交通手段を無料

で使用できるフリーパスを配布している．対象路線は東武鉄道の東武宇都宮駅～西川田駅区間と，

関東バス・ジェイアール関東バスの宇都宮市内を発着する全路線が対象となる．被験者はT1期間

（2019年8月21日～9月5日）では通常通り自腹で公共交通を利用し，T2期間（2019年9月6日～30
日）ではスマートフォンの専用アプリ内のデジタルフリーパス（路線バス）および郵送で配布した

磁気定期券（鉄道）を利用して無料で乗車できる．これらのフリーパスの有無に着目し，被験者の

T1期間とT2期間での交通行動変容について分析

を行った．なお，被験者は専用アプリから移動手

段や経路情報を入力するほか，実験前後で普段や

実験中の交通行動に関するアンケート調査に回答

している．これらの交通関連ビッグデータを用い

て被験者の詳細な行動特性の追跡が可能である．

分析結果より，被験者が専用アプリで入力した

データから得られた T1・T2 期間における路線バ

スの利用回数と鉄道の利用人数について，1 日あ

たりの平均的な利用状況を年代別にまとめたもの

を図-2 に示す．バス，鉄道ともに各年代で T1 期

間より T2 期間のトリップ数が総じて増加してお

り，公共交通利用が増加する傾向が確認できた．

また通勤通学以外の外出行動の頻度について，ア

ンケート調査の実験前後での比較結果を図-3 に

示す．実験前のアンケート結果より，普段は週に

4-5 回以上の外出を行う被験者の割合が 31.4%で

あるのに対し，T2 期間中に週に 4-5 回以上の頻

度で外出する被験者の割合は 41.2%に増加して

おり，MaaS の導入が外出促進に資する効果が確

認できた．
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５．研究活動の課題と展望

本研究では栃木県宇都宮市を対象に，次世代交通の組み合わせに着目して交通環境負荷を算出したが，

一層精度の高い検証を行うために，次世代交通の導入によって変化する自動車の挙動や，都市構造の変

化がもたらす将来の移動の在り方などの様々な要素を織り込むことが必要である．また，宇都宮の交通

社会実験で得られた交通関連ビッグデータで MaaS の導入効果の検証を行ったが，本研究のメソッドに

ついては異なる都市を対象として検証し，得られた知見の一般化を図ることが望ましい．


